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研究要旨 

【目的・背景】健康指標の社会経済状況によるばらつきと関連するマクロな社会経済状況

の同定は健康格差対策に必要な課題である。本研究では人口動態統計および国勢調査デ

ータを活用して、都道府県別の職業別年齢調整死亡率データの経時トレンドと関連する

都道府県レベルの要因を明らかにした。その際によりモデルの前提条件の制約が少ない

統計モデルを提案した。 

【方法】人口動態統計、国勢調査より入手した 1985 年から 2010 年までの都道府県・職

業・死因別の死亡データおよび都道府県・職業別人口において対象を 30-59 歳の男性と

し、職業を専門職, 管理職とその他に分割し, 主要死因（全がん・自殺・虚血性心臓病・

脳血管病気）及び全死亡における死亡率と職業・経済要因の効果を解析した。解析には時

点ごとに関連する独立変数のセットを変えつつ最適に当てはまるモデルを選択できる変

化係数モデルを応用した。 

【結果】全ての死因について管理職・専門職ともに死亡リスクの上昇傾向が確認された。

景気後退局面であった 1990 年代に両職種の各死因別死亡リスクが最大となった。 

【考察】都道府県別の死亡率データを算出することで、公表されている豊富な都道府県単

位のデータを活用して、マクロな社会経済状況と死亡率の社会経済格差との関係を効果

的にモデリングできることが確認された。また変化係数モデルを活用することでフレキ

シブルな分析が可能となることが示された。 

Ａ．研究目的 

 健康日本 21（第 2 次）では、健康格差

の縮小を社会環境の整備により達成する

ことが明記された。世界保健機関が提言

するように、健康格差対策には、マクロな

社会経済状況等へ介入し、生活の各部面

における社会的な健康リスク、例えば職

業や所得、教育制度の改革を進めること、

そのために健康格差やその要因について

の研究の推進と健康格差のモニタリング

の重要性が謳われている（CSDH,2008）。 

日本では、Wada et al. (2012), Wada et 

al.(2016)などが 1990 年代の経済危機後、

管理職の死亡率、特に自殺死亡率が高まっ

たことを報告している。この報告ではその

原因が 1990 年代以降のマクロな経済状況
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の悪化と関連していると推測しているが、 

具体的にマクロ経済指標との関連を数量的

に解析していない。 

このような、マクロな社会経済状況と健

康状況のトレンドとの関連を明らかにする

には、複数の地域のデータを含んだマルチ

レベルの時系列分析をする必要がある。 

 そこで本研究では都道府県別に職業別の

年齢調整死亡リスを算出し、その時系列変

化（図１）と関連する都道府県別のマクロ経

済指標（図２）との関連を観察した。これに

より、都道府県別のデータを用いることの

有効性や課題を明らかにすることを目的と

した。 

この際、特に、死亡率を都道府県別に算出

することにより精度が大きく損なわれる懸

念がある。 

また、このような観察の際、従来のモデル

では、死亡率を説明する独立変数の効果が

観察期間中に変化しない、というやや強い

前提条件を置く必要があった。そこで本研

究では、年次ごとに関連する独立変数の効

果が異なることを想定した、よりフレキシ

ブルな分析手法を採用し、その予測妥当性

を検討することとした。 

 

Ｂ．研究方法 

1985 年から 2010 年までの 5 年毎の都道

府県・職業・死因別の死亡データおよび都道

府県・職業別人口をそれぞれ人口動態統計、

国勢調査より入手した。対象は 30-59 歳の

男性とし職業を専門職, 管理職とその他に

分割し, 主要死因（全がん・自殺・虚血性心

臓病・脳血管病気）及び全死亡における死亡

率と職業・経済要因の効果を経時分析手法

により解析した。データの概要は表１, ２

及び図 3 に記載した。 

都道府県別の経済指標としては、年平均

有効求人倍率と失業率を用いた。それぞれ、

国勢調査および職業安定業務統計から入手

して計算した。 

経時分析手法について、時点によって異

なる独立変数の効果を考慮することができ

る変化係数モデルを用いることで、死亡リ

スクに影響を与える独立変数の効果を時点

ごとにモデリングした。変化係数および分

析の詳細についは次の通りである。 

今, (ݕ௜,௝,௞, ݊௜,௝,௞) を都道府県	݅	における職

業	݇ である	݆ 歳の死亡数および人口数の

組とする。このとき, 死亡数に対して以下

のようなポアソン分布を仮定する。 

௜,௝,௞ݕ ∼  .௜,௝,௞݊௜,௝,௞൯ߣ൫݊݋ݏݏ݅݋ܲ

ここで, ߣ௜,௝,௞は死亡数と人口数の組に対する

未知の死亡リスクであり, 本研究では時点ݐ

毎に回帰係数の効果が変化することを仮定

した以下のモデルで回帰する.  

௜,௝,௞൯ߣ൫݃݋݈ ൌ 	ሻ݀ଵݐଵሺߚ ൅ 	ሻ݀ଶݐଶሺߚ ൅ 	ଷݔሻݐଷሺߚ ൅  .ସݔሻݐସሺߚ

ここで, 	ߚ௦ (t) は暦年とともに変化するこ

とを仮定した未知パラメータであり , 

݀ଵ, ݀ଶ, ,ଷݔ ସݔ  はそれぞれ専門職ダミー, 管

理職ダミー, 有効求人倍率, 失業率を表す。 

 

（倫理面への配慮）本研究は、既存の政府統

計資料を二次利用する疫学研究であり、配

慮すべき倫理的問題は発生しない。研究の

実施においては個人情報保護法および「人

を対象とする医学研究に関する倫理指針」

を遵守した。 

 

Ｃ．研究結果 

 図 4 は変化係数モデルによって推定され

た係数を基に求めた各独立変数の相対死亡

リスクexpሼߚ௦ሺݐሻሽ	ሺݏ ൌ 1,… ,4ሻの経時変化を

図示したものである。 
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 その他を参照項目とした管理職および専

門職ダミーの相対リスクはいずれの死因に

おいても同様の傾向を示し、管理職におい

ては経年でその死亡リスクが上昇傾向、専

門職では 2000 年でピークを迎えて以降減

少傾向であった。管理職・専門職ともに相対

死亡リスクが 1.0 を超過したのは全がん死

亡 (専門職 2000 年 :1.05, 管理職 2000

年:1.14, 2005 年 1.35, 2010 年 1.53)のみで

ありその他の死因は 1.0 を下回った。失業

率に対しては自殺を除いて相対死亡リスク

は横ばい傾向であり、自殺においては 2000

年(1.12)をピークに減少傾向となった。有効

求人倍率においては自殺のみ単調に上昇傾

向、その他死因については 1995 年にピーク

後上昇傾向となった。 

Ｄ．考察 

Wada et al. (2012), Wada et al.(2016)ら

の全国単位の集計データの分析結果と同じ

く、都道府県別データを用いた本研究でも、

管理職の死因別の死亡リスクはいずれも

1990 年代以降上昇傾向であることが観察

された。 

専門職においては 2000 年の死因別死亡

と景気動向の関係性が最も強いことが統計

的に示された。このことは、先行研究におい

て示唆されたマクロ経済状況の悪化と専門

職の死亡リスクの上昇との関連を支持する

新しいエビデンスである。 

 失業率や有効求人倍率といった変数に着

目すると、全ての死因においていずれかの

変数との関連が観察された。特に景気後退

局面であった 1990 年代における死亡リス

クのピーク集中は、景気動向が就業者の死

亡に与える影響を統計的に裏付けるものと

なった。 

 都道府県別の死亡率データを用いること

により死亡率の推移との関連の精度が下が

ることについては導出された変化係数が統

計的に有意性であり、先行研究が示唆した

関連性とも整合的であることから、推定精

度、予測妥当性の観点から問題ないと考え

られた。 

 また、変化係数モデルを使うことでより

前提条件の少ないフレキシブルな解析が可

能となった。計算機への負担や回帰分析の

収束条件上の問題も特に観察されず、結果

も既存の研究結果から大きく介するもので

はないことから、十分応用可能であること

が示された。 

  

Ｅ．結論 

 人口動態統計資料および国勢調査データ

を使用し、県別・職業別の死亡率経時変化に

ついて経済的要因を含めて分析した。研究

結果は先行研究で指摘された職業別死亡の

構造変化を裏付け、経済要因の効果を定量

化することができた。推定精度やモデルの

汎用性を挙げたことによる収束条件につい

ては許容範囲であった。 

一方で、職業別死亡の要因としては導入

した経済要因に他県別所得などの様々な変

数が考えられる。本研究では限られた数の

代表的な経済指標の身を用いた。今後、その

他の都道府県レベルの指標を考慮していく

ことで、死亡率の社会経済格差を縮小する

ために必要な地域社会環境の整備を目指す

政策のターゲットとなる要因を同定し、政

策提言により役立つエビデンスを提供でき

ると考えた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

Ｇ．研究発表 
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図 1 都道府県別・職業別年齢調整死亡率の経年推移 

 

 

 

 

 
図 2 マクロ経済指標の経年推移 
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表 1 職業別全死因死亡数および割合 

 

 

 

 
表 2 職業別人口数および割合 

 

 

 

 

 
図 3 職業別・死亡数の死因積み上げグラフ 

年 1985 1990 1995 2000 2005 2010

管理職 8,402 ( 4.57 %)   7,392 ( 4.33 %)   7,064 ( 4.30 %)   7,164 ( 4.26 %)   5,240 ( 3.31 %)   4,272 ( 3.25 %)

専門職 9,694 ( 5.27 %)   9,486 ( 5.56 %)   9,928 ( 6.04 %)  16,686 ( 9.92 %)  12,590 ( 7.95 %)   8,896 ( 6.77 %)

その他 165,770 (90.16 %) 153,746 (90.11 %) 147,334 (89.66 %) 144,372 (85.82 %) 140,572 (88.74 %) 118,322 (89.99 %)

年 1985 1990 1995 2000 2005 2010

管理職 3,279,666 ( 9.56 %)  3,425,114 ( 6.93 %)  3,512,360 ( 7.14 %)  2,136,674 ( 4.47 %)  1,626,340 ( 3.52 %)  1,309,312 ( 3.16 %)

専門職 4,901,988 (14.28 %)  5,521,570 (11.17 %)  6,286,720 (12.78 %)  6,830,712 (14.28 %)  6,475,576 (14.01 %)  6,552,454 (15.84 %)

その他 26,140,494 (76.16 %) 40,502,658 (81.91 %) 39,405,754 (80.09 %) 38,865,348 (81.25 %) 38,126,600 (82.47 %) 33,515,164 (81.00 %)
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図 4 独立変数と死因別相対死亡リスク関係の経年変化 


